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 第1節 実施計画について   
 

 成田市総合計画「ＮＡＲＩＴＡみらいプラン」は、平成 28（2016）年度から令和 9（2027）

年度までの 12 年間を計画期間とした本市のまちづくりの最上位計画であり、目指すべきまちの

将来都市像「住んでよし 働いてよし 訪れてよしの生涯を完結できる空の港まち なりた」の

実現に向けて総合的かつ計画的に行政運営を進めていくための指針となるものです。 

「NARITA みらいプラン」は、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の三層構造で構成して

おり、「基本構想」の計画期間は 12 年間、「基本計画」の計画期間は第 1 期・第 2 期・第 3 期に

分割し、それぞれを 4 年間とすることで、より柔軟性をもった実効性のある計画としています。 

 「実施計画」については、計画期間を 3 年間とし、計画の実行性を高めるため、最新の国・県

の動向や本市の財政状況、事業の進捗状況などを勘案し、毎年度ローリング（見直し）作業を行

い、今後の予算編成作業の指針とすることとしています。また、その作業過程の中に行政評価の

観点を取り込み、ＰＤＣＡサイクルを構築することによって、より戦略的な行政運営を目指して

います。 

第１章 総 論 
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(ＰＤＣＡサイクルとは） 

ＰＤＣＡサイクルとは、Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Action（改善）を繰り返

すことで、事務事業等を改善していく手法です。本市では、実施計画の策定、予算編成・事業執行、

行政評価、ローリング作業をＰＤＣＡサイクルとして構築しています。 

 

  
 

Ｐｌａｎ：計画 ① 実施計画の策定 

Ｄｏ：実施 ② 実施計画を指針とした予算編成・事業執行 

Ａｃｔｉｏｎ：改善 ④ 実施計画のローリング作業 

Ｃｈｅｃｋ：評価 ③ 行政評価の実施（決算分析・市民満足度調査） 
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第2節 計画策定の基本的な考え方 

 

（１）計画策定の方針 

第 10 次実施計画の策定にあたっては、総合計画「NARITA みらいプラン」の基本構想及び基

本計画に掲げるまちづくりの方向性や取組方針を踏まえるとともに、各施策を実施するために、

第 9 次実施計画において示した事業内容や財政計画、更には令和 6 年度当初予算を基本に、事業

の進捗や財政状況、社会経済状況の変化等に応じて必要な見直しを図りました。 

歳入面では、賃金の上昇などによる個人所得の増加や、多くの企業においてコロナ禍の影響か

ら回復傾向にあることなどから、市民税をはじめとした市税収入の順調な増加が見込まれる一方、

公共施設の長寿命化や更新を行うに当たり、起債に伴う借入額の増大が見込まれています。 

歳出面では、物価の高騰に加え、老朽化した公共施設の更新が重なっており、事業費も拡大傾

向にあることから、デジタル技術の活用や行政改革の観点を取り入れた業務を積極的に推進する

など、効率的な財政運営が求められています。 

令和 6 年、本市は施行 70 周年という節目の年を迎えました。今後、更なる飛躍に向けて、持

続可能なまちづくりを推進するため、第 10 次実施計画では、こども・子育て施策の更なる充実

を図るなど、より一層の子育て世代に魅力のあるまちづくりを進めるとともに、成田空港のポテ

ンシャルを生かしたまちづくりを推進し、空港と共に発展するまちづくりを実現するための実効

性・具体性のある計画として策定しました。 
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（２）計画の特徴 

   

 ① 都市基盤整備の推進 

   成田空港の更なる機能強化等による進展に伴い、成田空港と周辺地域が持つポテンシャ

ルを活用したまちづくりを進めるため、人口増加や産業集積に対応した都市基盤整備を迅

速かつ適切に進めていきます。 
 

② こども・子育て施策の一層の充実 

「こどもまんなか社会」の実現を目指し、社会全体でこども・若者、そして子育て当事

者を支援していくため、結婚から妊娠・出産・子育て・教育まで切れ目のない支援策の充

実を図るなど、こども・子育て施策の一層の充実に努めます。 
 

 ③ DX の推進 

デジタル技術を行政運営に活用することで、質の高い行政サービスや多様な行政ニーズ

に対応することが可能となり、市民の利便性向上や業務の効率化にもつながることから、

積極的な推進を図っていきます。 

 

≪ ＳＤＧｓの推進≫  

 SDGｓ（持続可能な開発目標）は、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された国際目標であ

り、「誰一人取り残さない」をスローガンに、貧困、健康と福祉、気候変動など 17 のゴールを掲げ、令和

12（2030）年の目標達成に向けて国際社会全体で取り組んでいるものです。  

本市においても、基本計画にＳＤＧｓ理念を取り入れ、各施策にＳＤＧｓの目指すゴール関連づけている

ところであり、第10 次実施計画の主要事業等にも関連するＳＤＧｓの目標を明示し、積極的な事業展開を

図っていきます。 
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第3節 財政計画  

（１）予算規模 

 本計画における会計別予算規模の推移は、次のとおりです。 

 

                      

年度 
会計別 

R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

一 般 会 計 65,300,000 72,400,000 70,000,000 71,200,000 

特
別
会
計 

国民健康保険 

事業勘定 13,411,361 13,034,517 12,929,158 12,828,063 

施設勘定 116,491 113,594 113,594 113,594 

公設地方卸売市場 612,411 854,364 947,144 1,080,263 

介護保険 8,616,335 9,119,318 9,540,938 9,986,774 

後期高齢者医療 1,688,104 1,745,613 1,802,866 1,845,806 

地
方
公
営
企
業
会
計 

水道事業 3,598,505 4,204,306 4,429,644 4,311,056 

簡易水道事業 482,584 660,221 546,173 503,406 

下水道事業 5,921,284 5,513,819 4,820,346 4,884,245 

農業集落排水事業 348,292 353,461 337,620 329,481 

合    計 100,095,367 107,999,213 105,467,483 107,082,688 

 

（千円） 
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（２）歳入 

本計画における歳入（科目別）の推移は、次のとおりです。 

※以降、一般会計における財政計画を示しています。  

年度 
科目 

R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

市税 33,273,938 34,102,432 34,784,026 35,259,353 

地方譲与税 638,254 642,279 639,787 637,650 

利子割交付金 9,000 12,000 12,000 12,000 

配当割交付金 131,000 138,000 138,000 138,000 

株式等譲渡所得割交付金 108,000 142,000 142,000 142,000 

法人事業税交付金 534,000 566,000 599,000 631,000 

地方消費税交付金 4,136,000 4,136,000 4,136,000 4,136,000 

ゴルフ場利用税交付金 254,000 254,000 254,000 254,000 

環境性能割交付金 73,000 73,000 73,000 73,000 

地方特例交付金 713,367 118,579 116,416 116,320 

地方交付税 201,885 201,885 200,000 200,000 

交通安全対策特別交付金 20,000 20,000 20,000 20,000 

国庫支出金 7,729,591 9,485,073 9,297,459 9,679,471 

県支出金 3,743,490 3,847,700 3,811,096 3,652,497 

市債 4,785,100 8,926,500 7,288,500 8,228,900 

その他特定財源 4,111,819 3,920,410 3,917,212 3,858,087 

その他一般財源 4,837,556 5,814,142 4,571,504 4,161,722 

歳入合計 65,300,000 72,400,000 70,000,000 71,200,000 

 

（千円） 
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（３）市税 

本計画における市税（税目別）の推移は、次のとおりです。          （千円） 

年度   
税目 

R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

市民税 10,323,990 11,348,152 11,709,149 12,072,978 

 (個 人) 7,969,808 9,033,895 9,192,305 9,353,472 

 (法 人) 2,354,182 2,314,257 2,516,844 2,719,506 

固定資産税 21,164,209 20,966,290 21,293,126 21,413,261 

軽自動車税 378,830 397,780 410,082 423,221 

市たばこ税 1,175,468 1,152,912 1,130,789 1,109,090 

鉱産税 436 445 445 445 

入湯税 12,702 12,702 12,702 12,702 

都市計画税 218,303 224,151 227,733 227,656 

市税合計 33,273,938 34,102,432 34,784,026 35,259,353 

 

（４）歳出 

本計画における歳出（科目別）の推移は、次のとおりです。          （千円） 

年度 
科目 

R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

議会費                           441,500 446,833 432,656 445,031 

総務費                         8,801,574 10,499,728 9,546,732 11,772,276 

民生費                           22,591,657 23,062,005 23,552,142 23,198,007 

衛生費                           7,993,448 11,010,556 9,756,142 6,135,663 

労働費                           49,137 49,137 49,137 49,137 

農林水産業費 1,775,386 1,932,662 1,989,582 2,049,929 

商工費                           2,244,615 2,261,240 2,199,954 2,176,585 

土木費                           5,290,189 4,938,836 6,096,300 5,119,122 

消防費                           2,853,032 3,051,736 2,995,625 2,929,548 

教育費                           7,381,498 9,522,918 8,085,980 12,223,072 

災害復旧費                         2,000 2,000 2,000 2,000 

公債費                           5,775,963 5,525,653 5,226,915 4,994,336 

諸支出金                          1 1 1 1 

予備費                         100,000 96,695 66,834 105,293 

歳出合計 65,300,000 72,400,000 70,000,000 71,200,000 

4 
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（５）市債残高 

本計画における市債の年度末残高の推移は、次のとおりです。          (千円)                                          

年度 
R6 見込 

（2024） 
R7 

（2025） 
R8 

（2026） 
R9 

（2027） 

市債残高 45,669,575 49,363,632 51,779,399 55,422,069 

伸び率(％) 0.8 8.1 4.9 7.0 

 

（６）基金 

本計画における積立基金の年度末残高の推移は、次のとおりです。       (千円)                                          

年度 
R6 見込 

（2024） 
R7 

（2025） 
R8 

（2026） 
R9 

（2027） 

積立基金総額 4,098,535 2,545,638 2,328,041 2,538,268 

（うち 
財政調整基金） 3,007,637 1,561,255 1,437,727 1,724,410 

 

（７）特別会計等への繰出金、負担金・出資金 

本計画における特別会計等への繰出金、負担金・出資金の推移は、次のとおりです。 

                                                                                     (千円) 

年度 
区分 

R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

国民健康保険特別会計（事業勘定） 1,705,771  1,661,407 1,495,803 1,362,455 

国民健康保険特別会計（施設勘定） 18,297  10,000 10,000 10,000 

公設地方卸売市場特別会計 138,924  301,256 367,887 437,264 

介護保険特別会計 1,293,425  1,356,953 1,410,510 1,473,110 

後期高齢者医療特別会計 282,612  291,837 301,021 307,909 

水道事業会計 88,951  405,684 343,895 336,808 

簡易水道事業会計 275,144  353,480 291,849 293,977 

下水道事業会計 435,100  462,642 488,794 468,675 

農業集落排水事業会計 171,323  176,003 164,523 157,139 

合  計 4,409,547 5,019,262 4,874,282 4,847,337 
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（８）財政指標の見通し 

本計画期間における財政指標の見通しは、次のとおりです。 

【健全化判断比率】 

（実質赤字比率、連結実質赤字比率） 

実質赤字比率は一般会計、連結実質赤字比率は特別会計を含んだすべての会計の赤字の程度を指標化

したもので、財政運営の深刻度を示します。 

（実質公債費比率） 

一般会計が負担する地方債の返済額およびこれに準じる額の大きさを指標化したものです。 

（将来負担比率） 

一般会計の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を

圧迫する可能性の度合いを示す指標です。 

【公債費負担比率】 

一般財源総額に対する公債費に充当された一般財源の占める割合を表す比率です。 

【経常収支比率】 

財政構造の弾力性を判断するための指標で、税など毎年度経常的に収入される一般財源を、人件費、扶助

費、公債費など毎年度経常的に支出する経費にどの程度充当しているかを表す比率です。 

【財政力指数】 

地方公共団体の財政基盤の強弱を示す指標で、標準的な行政活動に必要な財源をどれくらい自力で調達で

きるかを表しており、普通交付税の算定基礎となる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の

過去3 カ年の平均値をいいます。

年度        
指標 

R6 見込 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

健
全
化
判
断
比
率 

実質赤字比率 － － － － 

連結実質赤字比率 － － － － 

実質公債費比率 10.2 10.2 9.9 9.2 

（早期健全化基準） （25.0） 

（財政再生基準） （35.0） 

将来負担比率 100.0 110.9 116.3 123.3 

（早期健全化基準） （350.0） 

公債費負担比率 12.5 11.9 11.4 10.9 

経常収支比率 93.3 91.7 90.3 89.4 

財政力指数 1.30 1.31 1.34 1.36 
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誰もが安全、安心に暮らし、より多くの市民が住み続けたいと思えるような、地域の特性を

生かした住みよいまちづくりの実現を目指します。 

 

事業名 
救急高度化推進事業 
（一部新規） 

 

担当課 救急課 

事業（見直し）
内容 

救急業務の迅速化・円滑化を図るため、マイナ保険証を活用して傷病者の通院履
歴や服薬情報等を把握するとともに、救急隊から救急医療機関に一斉に傷病者の
情報伝達と受入可否を照会する救急搬送システムの導入に向け検討を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

マイナ保険証の活用 
 

 

一斉照会システムの導入 

に向けた検討 

 
 

 

 

 

事業名 
住宅等対策事業 
（一部新規） 

 

担当課 建築住宅課 

事業（見直し）
内容 

様々な地域ニーズへの対応と空き家の利活用を推進するため、空き家を活用した
移住・定住の促進や、店舗などに活用することによる空き家の解消を目的とした
改修費用等を補助する支援制度を創設します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

改修費用等への助成 
 

 

 
  
大規模事業や新規事業及び第 9 次実施計画から変更のあった主な事業等を掲載しています。 

 

 

 
 

 

第２章 施策体系別計画事業（ローリング内容） 

第１節 安全・安心でうるおいのある生活環境をつくる 

           【住環境】 
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事業名 新清掃工場関連付帯施設整備事業 
 

担当課 環境計画課 

事業（見直し）
内容 

成田富里いずみ清掃工場から発生する余熱等を利用した付帯施設の早期完成に向
けて、事業区域を変更した新たな整備方針に基づき、事業の推進を図ります。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

用地造成工事 
 

 

高温水管実施設計 高温水管工事  

 施設実施設計 
施設実施設計 

整備工事 

※高温水管工事…成田富里いずみ清掃工場から高温水を余熱利用施設に供給するための管を敷設する工事。 

 

 

 

事業名 浄化センター整備事業         
 

担当課 環境計画課 

事業（見直し）
内容 

し尿及び浄化槽汚泥の処理体制を安定的に確保していくため、老朽化した浄化セ
ンターの再整備を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

整備工事 

供用開始 

 
 

 解体基本設計 解体実施設計 
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事業名 リサイクルプラザ維持管理運営事業 
 

担当課 クリーン推進課 

事業（見直し）
内容 

建築後 25 年が経過し、設備等の老朽化が進んでいるリサイクルプラザについて、
長寿命化改修工事により設備等の更新を行います。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

長寿命化工事 
長寿命化工事 

供用開始 
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  本格的な少子高齢化社会の到来に備え、誰もが生き生きとした生活が送れるよう、みんなで

支え合う福祉と健康づくりの充実したまちを目指します。 

 
 

事業名 結婚新生活支援事業 
 

担当課 企画政策課 

事業（見直し）
内容 

婚姻を機に市内で新生活を始める新婚世帯に対して、結婚に伴う新居の家賃や引
越費用の一部を補助するなど経済的負担を軽減を図ることにより、結婚に踏み切
れない若者を後押しします。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

結婚新生活支援 

 

 

 

 

 

 

事業名 
母子保健事業 
（一部新規） 

 

担当課 健康増進課 

事業（見直し）
内容 

保護者の経済的負担の軽減を図るとともに、必要な支援につなげるため、産後 2
週間と 1 ヵ月の「産婦健康診査」と「1 か月児健康診査」に対して新たな助成を
実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

産婦健康診査と 1 か月児

健康診査の助成 

 

 

 
 

第２節 健康で笑顔あふれ、共に支え合う社会をつくる 

              【保健・医療・福祉】 
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事業名 
母子保健事業【デジタル化の推進】 
（一部新規） 

 

担当課 健康増進課・子育て支援課 

事業（見直し）
内容 

市民サービスの向上と事務の効率化を図るため、母子保健事業における乳幼児健
診や母子健康手帳のデジタル化を推進します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

母子保健事業の 

デジタル化 

 

 

 

 

 

 

事業名 
こども誰でも通園実施事業 
（一部新規） 

 

担当課 こども政策課・保育課 

事業（見直し）
内容 

全てのこどもの育ちを応援するとともに、保護者の育児負担の軽減や孤立感の解
消につなげるため、保育所等に通っていないこどもも保護者の就労要件を問わず
時間単位等で柔軟に教育・保育施設等を利用できる「こども誰でも通園制度」を
実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

こども誰でも通園 

制度の実施 
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事業名 保育園整備事業 
 

担当課 こども政策課 

事業（見直し）
内容 

児童の保育環境の向上を図るため、老朽化した赤荻保育園及び小御門保育園につ
いて、既存敷地内への再整備を実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

赤荻保育園 

整備工事 

 

 

 
小御門保育園 

再整備実施設計 

 

 

 

 

 

事業名 
生活支援体制整備事業 
（一部新規） 

 

担当課 介護保険課 

事業（見直し）
内容 

高齢者やその家族に適切な情報を届けるとともに、関係者同士における情報共有
の円滑化を図るため、介護・医療・通いの場等の高齢者を取り巻く地域資源情報
を集約した WEB サイトを構築します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

WEB サイトの構築・ 

運用開始 
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事業名 
避難行動要支援者支援事業 
（一部新規） 

 

担当課 社会福祉課 

事業（見直し）
内容 

災害対策基本法に基づく避難行動要支援者名簿の更新作業の効率化を図るととも
に、要支援者の避難に係る地域共助を前提とした個別避難計画の管理及び活用を
推進するため、管理システムを導入します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

管理システムの導入 

 

 

 

 

 

 

事業名 
人間ドック助成事業 
（一部新規） 

 

担当課 保険年金課 

事業（見直し）
内容 

人間ドック受検費の一部助成における対象医療機関について、これまで市で指定
した検査医療機関に限定していたものを被保険者が希望する医療機関での受検が
可能となるよう見直しを行うとともに、助成率等の見直しを行います。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

対象医療機関の拡充 
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事業名 地域医療対策事業 
 

担当課 地域医療政策課 

事業（見直し）
内容 

成田赤十字病院において救急患者等の受け入れ強化のため計画されている救命救
急棟における建築費等の一部について、支援に係る協議を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

支援に係る協議 

 

 

 
 
 
 
 



18 

 
 
 
 
 

 成田の国際性や伝統文化といった地域文化を生かし、子どもから大人までが共に心豊かな 

成長を遂げるまちを目指します。 

 

 

事業名 成田小学校改築事業 
 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

築６０年を経過した成田小学校校舎について、老朽化が進んでいることから、改
築工事を実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

実施設計 

改築工事 

 

 

 

 

 

 

事業名 
小・中学校施設維持整備事業 
小・中学校長寿命化改良事業 

 

担当課 学校施設課 

事業（見直し）
内容 

近年の猛暑による熱中症対策として、小中義務教育学校すべての体育館へ空調設
備を整備します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

空調設備整備（体育館） 

 

 

 

 

第３節 地域文化を生かし、未来を担う心豊かな人材を育む 

           【教育・文化】 
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事業名 部活動地域移行モデル事業 
 

担当課 教育指導課 

事業（見直し）
内容 

少子化により生徒数が減少する中で、将来にわたりスポーツ・文化に親しむ機会
を確保するため、土日・休日の部活動について、学校単位から地域のクラブ活動
へ移行を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

4 月～8 月  11 クラブを 
モデル事業として実施 

9 月～ 
土日・休日の部活動停止 

地域クラブ活動実施 

地域クラブ数の拡大 

 

 

 

 

 

事業名 学校給食施設整備事業 
 

担当課 学校給食センター 

事業（見直し）
内容 

学校給食施設整備実施計画に基づき、老朽化が進む学校給食センター本所を愛光
園跡地へ移転再整備するとともに、下総みどり学園に新たに親子方式の共同調理
場を整備します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 
 

本所再整備 

整備工事 

整備工事 

供用開始 

 

  
下総みどり学園 

共同調理場実施設計 
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事業名 学校給食事業 
 

担当課 学校給食センター 

事業（見直し）
内容 

市内小中義務教育学校における学校給食費について、子育て世帯の経済的負担の
軽減を図るため、給食費の無料化に向けた検討を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

無料化に向けた検討 

  

 

 

 

 

 

事業名 
こどもの居場所づくり推進事業
（新規） 

 

担当課 こども政策課 

事業（見直し）
内容 

こどもが気軽に安心して過ごせる「こどもの居場所」について更なる充実を図る
とともに、こどもたちが地域の幅広い世代とつながる機会を確保することを目的
として、「こどもの居場所」の新規開設、整備及び実施に要する経費の一部を助
成します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

「こどもの居場所」への

助成 
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事業名 赤坂センター地区複合施設整備事業 
 

担当課 企画政策課 

事業（見直し）
内容 

老朽化が進む中央公民館、図書館の再整備も含め、赤坂センター地区における多
機能な複合施設の整備に向けて、事業の推進を図ります。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

基本構想 基本計画 
民間活力導入 

可能性調査 

 

 

 

 

事業名 国際文化会館施設整備事業 
 

担当課 文化国際課 

事業（見直し）
内容 

老朽化の著しい国際文化会館について、計画的に各設備等の修繕及び改修を行っ
ていくとともに、バリアフリーにも対応した新たな施設整備の検討を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

再整備基本構想 再整備基本計画 
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事業名 
文化財保存活用地域計画策定事業
（新規）           

 

担当課 生涯学習課 

事業（見直し）
内容 

本市の貴重な歴史遺産を「守り、伝え、知り、活かす」ため、「文化財保存活用
地域計画」を策定し、文化財を総合的・計画的に保存・活用することにより、文
化財の継承を図ります。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

 
文化財保存活用地域計画

の作成 

 

 

 

 

 

事業名 
成田エアポート東雲パークゴルフ場 
管理事業（新規） 

 

担当課 スポーツ振興課 

事業（見直し）
内容 

東小学校跡地及びその周辺に、市民の健康増進や地域の活性化を図るととも
に、スポーツツーリズムの推進を図るため整備したパークゴルフ場及び複合
施設について、令和 7 年 4 月から一体的に「成田エアポート東雲パークゴル
フ場」として供用開始します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

パークゴルフ場 

供用開始 
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空港が立地していることの効果を最大限に引き出し、市内外の交通アクセスの向上や機能的 

な都市基盤の整備を進めることで、魅力的な活気あふれるまちを目指します。 

 

 

事業名 企業立地促進事業 
 

担当課 商工振興企業立地課 

事業（見直し）
内容 

空港の更なる機能強化が着実に進展している中、企業の高まる進出意欲に応え、
雇用拡大等の経済効果が得られるよう、企業立地の受け皿確保に係る調査を行う
とともに、更なる企業立地の促進に向けた新たな施策について検討を進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

企業立地の促進に向けた

施策の検討・実施 

 

 

 
 

 

事業名 不動ケ岡土地区画整理事業 
 

担当課 市街地整備課 

事業（見直し）
内容 

不動ケ岡地区において、中心市街地に隣接した地域にふさわしいまちづくりを進
めるため、商業系と住居系の土地利用を柱とした組合施行による土地区画整理事
業を実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

事業実施 
 

 

 

15 
第４節 空港の機能を最大限に生かし、 

魅力的な活気あふれる都市をつくる 【空港・都市基盤】 
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事業名 （仮称）東和田南部土地区画整理事業 
 

担当課 市街地整備課 

事業（見直し）
内容 

新たに設置を構想しているインターチェンジを活用した物流機能の強化や、空港
周辺における産業促進に向けた都市基盤を整備するため、東和田南部地区におい
て組合施行による土地区画整理事業を実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

自然環境調査 
土地区画整理組合 

設立認可・事業着手 
事業実施 

 

 

 

 

事業名 （仮称）吉倉・久米野土地区画整理事業 
 

担当課 市街地整備課 

事業（見直し）
内容 

成田空港の更なる機能強化をはじめ、空港周辺地域への関連企業の立地等に伴う
新たな人口増加に適切に対応していくため、吉倉・久米野地区において組合施行
による土地区画整理事業を実施し、新たな都市機能や住環境の整備を図ります。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

自然環境調査 
土地区画整理組合 

設立認可・事業着手 
事業実施 
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事業名 JR 成田駅西口駐輪場等整備事業 
 

担当課 交通防犯課 

事業（見直し）
内容 

ＪＲ成田駅西口に所在する市有地の有効活用と利便性の向上を図るため、にぎわ
いの創出に向けた魅力ある施設を新たに整備することに伴い、既存駐輪場の改修
及び新設駐輪場の整備を実施し、必要な駐輪場機能を確保します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

実施設計 
 

 整備工事 

 

 

 

 

事業名 幹線道路整備事業 
 

担当課 土木課 

事業（見直し）
内容 

市内外の交通アクセス性及び利便性の向上、また、通学路の安全性の確保を図る
ため、成田市幹線道路網整備計画に基づき、西三里塚大清水線をはじめとした幹
線市道を計画的に整備します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

用地取得・整備工事 
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事業名 
東関東自動車道インターチェンジ
連絡道路整備事業 

 

担当課 土木課 

事業（見直し）
内容 

成田空港の更なる機能強化や新たなまちづくりを見据え、中心市街地と成田空港
周辺及び国際医療福祉大学成田病院を結ぶ新たな幹線道路の整備をするととも
に、広域道路ネットワークとの連携強化を図るため、東関東自動車道と直結する
インターチェンジの設置に向けた取組みを進めます。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

予備修正設計   

用地取得・整備工事 
 

 

 

 

 

 

事業名 
国家戦略特区推進事業 
（一部新規） 

 

担当課 国家戦略特区推進課 

事業（見直し）
内容 

令和８年４月に成田薬学部の新校舎を開設する国際医療福祉大学に対し、同学部
の開学による学生などの増加に伴う経済効果、臨床に強い薬剤師の育成による地
域医療への貢献、医療関連産業との連携や誘致などの公益性をふまえ、新校舎建
設費等の一部を支援します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

建設費等の一部支援 
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  産業を活性化させることで、多くの人が集まり、にぎやかで、みんなが生き生きと豊かな 

 生活を送ることができるまちを目指します。 

 

 

事業名 
観光に関する経費 
（一部新規） 

 

担当課 観光プロモーション課 

事業（見直し）
内容 

参道における公衆無線 LAN 環境について、構築から 10 年が経過し、回線速度が
遅いことや店舗外での使用ができないなど利便性に課題があることから、新たに
屋外型の公衆無線 LAN 環境を整備します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

公衆無線 LAN 環境の 

整備・運用開始 

 

 

 

 

 

 

事業名 観光ＰＲ事業 
 

担当課 観光プロモーション課 

事業（見直し）
内容 

通年型観光地としての幅広い観光客の誘致を図るため、観光キャラクター「うな
りくん」の各種イベントへの参加や、WEB 広告や情報誌、ラジオ等による情報発
信により観光 PR を行います。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

うなりくんや各種情報 

媒体を用いた観光PR の

実施 
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まちをつくる 【産業振興】 
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事業名 新規就農者支援事業 
 

担当課 農政課 

事業（見直し）
内容 

新規就農者の経済的支援として、就農直後の経営が不安定な時期の所得確保支援
に加えて、農業用機械の購入費用や家賃等を対象とした補助を実施することによ
り、就農後の定着を促進し、担い手となる青年就農者の確保を目指します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

新規就農者への支援 
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  限られた資源を最大限に有効活用し、市民と行政が共に、より良いまちづくりに向けて 

協働するまちを目指します。 

 

 

事業名 
こども・若者参画推進事業 
（新規） 

 

担当課 こども政策課 

事業（見直し）
内容 

全てのこども・若者について、意見表明の機会や社会的活動に参画する機会を確
保し、こども・若者の意見を市の施策に反映することを目的に、事業提案を行う
ための委員会を組織します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

委員会の設置・事業提案 
 

 

 

 

 

 

事業名 
議会運営費 
（一部新規） 

 

担当課 議会事務局 

事業（見直し）
内容 

議会 DX の推進に向けて、本会議及び委員会においてタブレット端末を活用した
ペーパーレス会議を開始します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

タブレット端末の導入 
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事業名 
契約事務に関する経費 
（一部新規） 

 

担当課 契約検査課 

事業（見直し）
内容 

契約書類の電子契約書化や、契約執行システムの電子決裁化を実施し、DX を用
いた業務改善の推進を図ります。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

 
電子契約システムの 

導入 

 

 

 

 

 

事業名 庁舎改修事業 
 

担当課 管財課 

事業（見直し）
内容 

昭和 63 年に竣工した本庁舎について、経年劣化により設備等の老朽化が進んで
いることから、長寿命化改修工事を実施します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

基本・実施設計 
 

 

駐輪場等解体工事 
 

 

  改修工事 
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事業名 
電子自治体推進事業 
（一部新規） 

 

担当課 行政管理課 

事業（見直し）
内容 

総合窓口における各種申請手続きにおいて、来庁者が申請書に記入することなく
手続きが完了する「書かない窓口」を導入し、窓口サービスの利便性向上と行政
事務の効率化を図ります。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

書かない窓口の 

導入に向けた検討 
運用開始 

 

 

 

 

 

事業名 個人番号カード等交付事業 
 

担当課 市民課 

事業（見直し）
内容 

個人番号カードの更新手続きについて、令和８年度にピークを迎えることが想定
されることから、電子証明書の発行・更新及び暗証番号の変更・初期化に係る手
続き等について、市内郵便局へ事務を委託します。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

市内郵便局へ事務委託 
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事業名 使用料・手数料の見直し 
 

担当課 財政課 

事業（見直し）
内容 

受益者負担の適正化と公平性の確保を図る観点から、使用料及び手数料の一体的
な見直しを行います。 

年次計画 

R7（2025） R8（2026） R9（2027） 

見直しのための 

条例改正・周知 
見直しの実施 
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第１節 国民健康保険特別会計（事業勘定） 
 
 国民健康保険は、他の医療保険制度に加入していない農業や自営業の人などを対象に、病気や 

けがなどの不測の事態に備えて、加入している人たちが相互扶助の精神により、だれもが安心し 

て暮らし続けていけることを目的とした医療保険制度です。 

 平成 30（2018）年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村は、地域住民と身 

近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等、地域における 

きめ細かい事業を担っています。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                           （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 13,411,361 13,034,517 12,929,158 12,828,063 

財
源
内
訳 

国庫支出金 2 2 2 2 

県支出金 9,376,036 9,091,563 9,115,725 9,141,003 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 101 101 101 101 

一般財源 4,035,222 3,942,851 3,813,330 3,686,957 

 
 

○年度別事業費内訳                                      （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 13,411,361 13,034,517 12,929,158 12,828,063 

事
業
費
内
訳 

保険給付費 9,291,341 9,008,619 9,032,531 9,057,809 

事業費納付金 3,873,380 3,783,915 3,654,695 3,528,322 

その他事業費 246,640 241,983 241,932 241,932 

 
 
 
 

第３章 特別会計 
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第２節 国民健康保険特別会計（施設勘定） 
 

 国民健康保険直営診療所として、国保大栄診療所の運営を行い、地域に密着した医療サービス 

の提供に努めることを目的としています。 

 医業費などについては、保険者の診療費などで賄われています。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                           （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 116,491 113,594 113,594 113,594 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 0 0 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 801 801 801 801 

一般財源 115,690 112,793 112,793 112,793 

 

○年度別事業費内訳                              （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 116,491 113,594 113,594 113,594 

事
業
費
内
訳 

医業費 49,555 46,686 46,748 46,686 

人件費 33,245 33,245 33,245 33,245 

運営費 33,691 33,663 33,601 33,663 

   ※人件費の内容は、職員給料、手当、共済費、負担金です。以下の特別会計も同様です。 
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第３節 公設地方卸売市場特別会計 
 

 成田市公設地方卸売市場は、市民の生活に欠かせない生鮮食料品などを安定的に供給するととも

に、衛生管理の整った農水産物の加工施設や効率的な輸出を可能とするワンストップ輸出拠点機能

を備えた日本初の卸売市場です。 

 成田空港や東関道などの充実した広域交通ネットワークを最大限に活用できる立地を活用し、地

元農産物の国内外への販路拡大に取り組みます。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                     （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 612,411 854,364 947,144 1,080,263 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 0 0 

地方債 87,500 55,400 0 0 

その他特定財源 87,878 137,920 141,630 152,758 

一般財源 437,033 661,044 805,514 927,505 

 

 

○年度別事業費内訳                                （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 612,411 854,364 947,144 1,080,263 

事
業
費
内
訳 

施設整備費 140,920 103,599 46,860 46,860 

維持管理費等 312,452 352,403 391,246 377,160 

人件費 75,320 75,320 75,320 75,320 

公債費 83,719 323,042 433,718 580,923 
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第４節 介護保険特別会計 
 

介護保険は、４０歳以上の人が加入し、高齢者等が介護を必要とした場合にサービスが受けられ

るよう社会全体で支え合う仕組みです。 

６５歳以上の人は、加齢や認知症などで日常生活に介護や支援を必要とする状態と認定された場

合に、４０歳から６４歳の人は、脳血管疾患など特定の疾病による場合に保険給付によるサービス

を受けることができます。 

また、保険給付のほかにも、介護予防や生活支援に資する介護予防・日常生活支援総合事業や、

高齢者の総合相談支援を行う地域包括支援センターの運営などを行います。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                    （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 8,616,335 9,119,318 9,540,938 9,986,774 

財
源
内
訳 

国庫支出金 1,652,311 1,708,169 1,777,401 1,851,638 

県支出金 1,249,187 1,331,295 1,401,069 1,474,255 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 3,383,524 3,502,381 3,669,123 3,845,229 

一般財源 2,331,313 2,577,473 2,693,345 2,815,652 

 

○年度別事業費内訳                                （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 8,616,335 9,119,318 9,540,938 9,986,774 

事
業
費
内
訳 

保険給付費 8,024,228 8,533,920 8,953,522 9,397,134 

地域支援事業費 445,630 438,759 440,777 443,001 

その他事業費 146,477 146,639 146,639 146,639 
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第５節 後期高齢者医療特別会計 
 
 後期高齢者医療保険は、高齢者の健康の保持と適切な医療の確保を図り、安心して生活できる 

ことを目的とした医療保険制度です。 

 対象者である７５歳以上（一定の障がいがある人で、加入を希望する場合は６５歳以上）の人は、

同制度により医療を受けることになります。 

 都道府県単位の後期高齢者医療広域連合が保険証の交付、保険料の賦課、医療給付を行い、申 

請や届出の受付、被保険者証の引き渡し、保険料の徴収などの窓口業務を市町村が行います。 

 

 

○年度別事業費財源内訳                                                     （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 1,688,104 1,745,613 1,802,866 1,845,806 

財
源
内
訳 

国庫支出金 0 0 0 0 

県支出金 0 0 0 0 

地方債 0 0 0 0 

その他特定財源 2,889 2,889 2,889 2,889 

一般財源 1,685,215 1,742,724 1,799,977 1,842,917 

 

○年度別事業費内訳                                                         （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 1,688,104 1,745,613 1,802,866 1,845,806 

事
業
費
内
訳 

後期高齢者医療 
広域連合納付金 

1,662,859 1,720,226 1,777,337 1,820,171 

その他事業費 25,245 25,387 25,529 25,635 
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第６節 水道事業会計 
 
 水道事業は、市民生活や産業・経済活動に欠くことのできないライフラインとして重要な役割 

を担っており、水道利用者に安全・安心な水を安定的に供給することを目的としています。 

 老朽化した施設の計画的な更新を進めるとともに、経営の効率化・合理化に努めます。 

 

 

○年度別事業費                                                            （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

収益的収支 
収入 2,023,569 2,592,669 2,590,278 2,598,146 

支出 2,272,674 2,277,271 2,316,314 2,341,572 

資本的収支 
収入 769,283 1,117,313 976,526 862,717 

支出 1,325,831 1,927,035 2,113,330 1,969,484 

 
注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 

 

○年度別事業費内訳                                                        （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 3,598,505 4,204,306 4,429,644 4,311,056 

事
業
費
内
訳 

施設整備費 757,408 1,342,757 1,504,436 1,327,870 

維持管理費等 2,014,112 2,020,295 2,059,004 2,071,441 

人件費 165,690 166,513 167,341 168,173 

公債費 661,295 674,741 698,863 743,572 
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第７節 簡易水道事業会計 
 

 簡易水道事業は、飲料水をはじめとする生活用水について、利用者に安全・安心な水を安定的 

に供給し、公衆衛生の向上と生活環境の改善を行うことを目的としています。 

 

 

○年度別事業費                                                             （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

収益的収支 
収入 323,041 395,634 328,271 328,564 

支出 322,692 395,634 328,271 328,564 

資本的収支 
収入 97,052 202,343 152,567 108,205 

支出 159,892 264,587 217,902 174,842 

 
注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 
 

○年度別事業費内訳                                                         （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 482,584 660,221 546,173 503,406 

事
業
費
内
訳 

維持管理費等 301,862 480,726 358,784 314,439 

人件費 20,414 20,516 20,619 20,722 

公債費 160,308 158,979 166,770 168,245 
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第８節 下水道事業会計 
 
 下水道事業は、浸水のない安全なまち、水洗化による生活環境の向上などを目的とした多様な 

役割を担っており、本市では、汚水と雨水を別々の管路によって排水処理する分流方式を採用し、

印旛沼流域関連公共下水道事業として整備を進めています。 

 汚水は、各処理分区の汚水幹線から印旛沼流域下水道幹線に集められ、千葉県が管理する花見 

川終末処理場で処理したのち、東京湾へ放流されています。 

 一方、雨水は、各排水区の雨水幹線に流入し、根木名川、小橋川及び江川等の各河川などへ放 

流しています。 

 今計画期間においては、（仮称）不動ケ岡土地区画整理事業に伴う下水道幹線や調整池の整備など

を実施します。 

 

 

○年度別事業費                                                             （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

収益的収支 
収入 3,646,970 3,671,206 3,711,513 3,701,781 

支出 3,610,967 3,645,699 3,680,501 3,707,847 

資本的収支 
収入 1,894,484 1,447,499 695,224 749,541 

支出 2,310,317 1,868,120 1,139,845 1,176,398 

 注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 

○年度別事業費内訳                               （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 5,921,284 5,513,819 4,820,346 4,884,245 

事
業
費
内
訳 

施設整備費 1,909,660 1,415,220 698,214 756,899 

維持管理費等 3,466,751 3,493,651 3,517,753 3,543,856 

人件費 97,043 97,043 97,043 97,043 

公債費 447,830 507,905 507,336 486,447 
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第９節 農業集落排水事業会計 
 
 農業集落排水事業は、農村における台所、風呂及び便所などの生活排水を処理し、水路や川に 

戻すことにより、農業用水の水質改善による農業生産条件の安定化と市民生活における快適な環 

境づくりを行うことを目的としています。 

なお、農業集落排水事業会計は、令和 6（2024）年度から地方公営企業法の財務部分を適用した

ことにより、企業会計方式となっています。 

 

 

 

○年度別事業費                                                             （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

収益的収支 
収入 256,703 262,889 251,067 248,498 

支出 256,703 262,889 251,067 248,498 

資本的収支 
収入 50,750 50,908 44,889 39,319 

支出 91,589 92,572 86,553 80,983 

 
注：収入額が支出額に対し不足する額は、損益勘定留保資金などで補てんします。 

 
 

○年度別事業費内訳                                                         （千円） 

区 分 
R6 予算 
（2024) 

R7 
（2025） 

R8 
（2026） 

R9 
（2027） 

年度別事業費 348,292 353,461 337,620 329,481 

事
業
費
内
訳 

維持管理費等 225,251 223,161 213,147 212,186 

人件費 19,309 29,540 29,540 29,540 

公債費 103,732 102,760 94,933 87,755 

 

 


	第10次実施計画.doc

